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地域子育て支援拠点の質的向上と発展に資する実践と多機能化に関する調査研究の概要 

 

Ⅰ．本調査の目的 

本調査研究では、地域子育て支援拠点の質の向上を図る取り組みについてその実態を調査し、質の

向上を図る実践事例を収集するとともに、相談や預かり、訪問型支援など拠点事業以外の事業を併設

し展開する多機能型地域子育て支援拠点について、その効果と包括的支援の発展型として果たす役割

を把握し、地域子育て支援拠点の質的向上と発展の方向性について考察することを目的とした。 

 

Ⅱ．本調査の背景 

１. 地域子育て支援拠点事業の現状 

 地域子育て支援拠点事業は、平成19年度に創設され、乳幼児とその保護者を、身近な地域で支援し、

子育ての孤立を防ぎ、負担感を軽減し、子育てを通じた地域のつながりづくりや相互交流を図り、不

安や悩みを相談できる場として、厚生労働省による『地域子育て支援拠点事業実施要綱』に掲げられ

た目的に基づき市区町村において整備が進められてきた。 

＜地域子育て支援拠点事業実施要綱 １．事業の目的＞ 

 少子化や核家族化の進行、地域社会の変化など、子どもや子育てをめぐる環境が

大きく変化する中で、家庭や地域における子育て機能の低下や子育て中の親の孤独

感や不安感の増大等に対応するため、地域において子育て親子の交流等を促進する

子育て支援拠点の設置を推進することにより、地域の子育て支援機能の充実を図り、

子育ての不安感等を緩和し、子どもの健やかな育ちを支援することを目的とする。 

同省の発表によると、平成28年度には全国に地域子育て支援拠点は7,063カ所が設置されており、

25歳から44歳の男女1万人当たり平均で2.2カ所の設置状況にある。 

 地域子育て支援拠点には、一般型のほかに児童館などの児童福祉施設等に設けられた連携型の2種

類があり、一般型は 6,320 カ所、連携型は 743 カ所（平成 28 年度）全国に設置されており、全体の

約 9 割を一般型が占めている。いずれも市町村を実施主体として、社会福祉法人や NPO 法人、民間

事業者等への委託運営することが認められていることから、全体の37.2%を社会福祉法人が、35%を

市町村直営、10.3%を NPO 法人が、そのほか社会福祉協議会や任意団体、学校法人、株式会社など

が運営している。 

事業に従事する支援者は実施要綱により規定されており、子育て支援に関して意欲があり、子育て

に関する知識・経験を有する者で、一般型には2名以上、児童館型には1名以上を配置することとさ

れている。 

一日平均 10 組前後の親子が約 45%の拠点で利用しているものの、5 組以下の利用にとどまってい

る拠点から50組以上が利用する拠点まで、その利用状況にはばらつきがある。 

子育てを専ら母親だけが担っていた時代から、父親も育児を担い、祖父母による孫育ても増えてお

り、地域子育て支援拠点の支援対象は母親以外へと広がっている。子育て家庭が抱える課題も、子ど

もの発達や障がい、親子の健康問題、転勤や子育てと介護のダブルケア、離婚、経済的困窮、外国人

家庭の増加など、多様化複雑化しており、一般的な子育て家庭のみならず、気になる家庭や要支援家
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庭、要保護家庭をも支援の対象とする状況も拡大している。 

子ども・子育て支援法に基づき平成 27 年度より始まった「子育て支援員研修」では、必須受講では

ないものの、地域子育て支援事業の担い手の確保と質の担保を図るために「地域子育て支援コース」

としての専門研修が設けられ、必要となる知識や技能等を修得するための全国共通の研修制度による、

資質確保の取り組みが始まっている。 

 

２．地域子育て支援拠点が担う役割の広がり 

厚生労働省による『地域子育て支援拠点事業実施要綱』では、地域子育て支援拠点が実施する事業

として、一般型と連携型に共通で、次の4つの基本事業（以下「基本四事業」と記す）が規定されて

いる。 

① 子育て親子の交流の場の提供と交流の促進 

② 子育て等に関する相談・援助の実施 

③ 地域の子育て関連情報の提供 

④ 子育て及び子育て支援に関する講習等の実施 

これらの基本四事業に加えて、一般型には次の⑤から⑦の事業が、連携型には⑧が加算事業として

設けられている。 

⑤ 地域の子育て拠点として地域の子育て支援活動の展開を図るための取組 

一時預かり事業や放課後児童クラブなどの多様な子育て支援活動を拠点施設で一体的に

実施し、関係機関等とネットワーク化を図り、よりきめ細かな支援を実施する 

⑥ 出張ひろばの実施  

週 1~2 回、1 日 5 時間以上、親子が集う場の常設が困難な地域に出向き、出張ひろばを

開設 

⑦ 地域支援の取組の実施 

地域の多様な世代との連携／地域の団体と共同して伝統文化や習慣・行事を実施し、親

子の育ちを継続的に支援する／地域ボランティアの育成、町内会、子育てサークルとの

協働による地域団体の活性化等地域の子育て資源の発掘・育成を継続的に行う／家庭へ

の訪問支援等を行い地域とのつながりを継続的に持たせる 

⑧ 地域の子育て力を高める取り組み 

中・高校生や大学生等ボランティアの日常的な受入・養成 

 このように地域子育て支援拠点では、基本四事業とともに一時預かりや訪問支援、アウトリーチ、

関係機関との連携やボランティア育成など幅広い支援を展開することが可能であったことから、力量

のある支援拠点では、利用者ニーズや地域課題に応じたボランティアの育成や活用、関係機関とのネ

ットワークなど地域子育て支援に取り組む拠点も各地に散見される。 

子ども・子育て支援新制度で創設された「利用者支援事業」や妊娠期からの切れ目のない支援をワ

ンストップできめ細かく提供しようとする「子育て世代包括支援センター」など、市区町村を単位と

する地域での子育て支援体制の整備が進められる中で、全国に約 7,000 カ所整備された地域子育て支

援拠点は、親子に最も身近な支援の最前線として、地域の子ども家庭福祉の担い手としていっそうの

役割が期待されている。 

2



Ⅲ．本調査の実施内容 

地域子育て支援拠点の質的向上と発展の方向性を考察するために、次の2つの調査を行った。 

① 地域子育て支援拠点の実践に関する定量調査と質的向上を図る実践事例の収集 

② 多機能を有する地域子育て支援拠点の取組が利用者にもたらす効果及び包括的な子育て支援

事業の展開に果たす役割等に関する調査 

 

「地域子育て支援拠点の実践に関する定量調査と質的向上を図る実践事例の収集」では、全国の地

域子育て支援拠点リスト 6,446 カ所からランダムに抽出した 1,210 カ所に対して、質問紙による一次

調査を実施し、質の向上を図る取り組み状況の定量的な把握を行い、質の向上に必要な要因や課題を

分析した。 

<1次調査の質問の主な構成> 

① 地域子育て支援拠点の運営体制や状況について 

② 基本四事業の質を向上させる取り組みに対する自己評価とその内容 

③ 対象・課題別の取り組みの有無とその内容 

④ 地域の連携機関や団体について 

⑤ 職員の技能向上を図る取り組みやサポート体制 

⑥ 定期的な事業評価等の実施状況 

⑦ ボランティアや学生実習等の受け入れ状況 

1次調査で回答を得た中から、「③対象・課題別の取り組みの有無とその内容」で、具体的に実践内

容の記述があった事業を対象に、実践事例を収集する2次調査を質問紙と必要に応じたヒアリングで

行った。収集した事例を提供した地域子育て支援拠点については、1 次調査の「②基本四事業の質を

向上させる取り組みに対する自己評価」の検定を行い、すべて平均以上であることを確認した。 

 

「地域子育て支援拠点の多機能化が利用者にもたらす効果と包括的な子育て支援事業の展開に果た

す役割等の調査」では、地域子育て支援拠点事業を基盤事業としつつ、相談・預かり・訪問型支援な

ど複数の事業を併設し多機能的に支援を展開している15拠点に対して調査を行った。 

対象とした15拠点は、平成28年度の「親子の交流の場の提供を中心とした地域子育て支援事業の

実践状況等に関する調査」（子ども・子育て支援推進調査研究事業）において調査対象とした13拠点

を今回の調査条件に基づき一部変更するとともに、新たな対象を加えて15拠点とした。 

これら 15 拠点で、複数の従事者にヒアリング調査を行い、多機能型子育て支援における役割分担

や連携状況を明らかにしつつ効果や課題を掘り下げるとともに、これらの施設を利用する保護者 650

人に対して質問紙によるアンケート調査を実施し、多機能的な支援の認知や利用経験、その効果を分

析し、多機能型が包括的な支援機能を担う可能性と期待される役割について定性的・定量的に分析し

考察した。 

 

本調査研究では、これら2つの調査結果を踏まえ、地域子育て支援拠点の質的向上と発展の方向性

について考察した。 
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Ⅳ．本調査結果の概要 

１．地域子育て支援拠点の実践に関する定量調査と質的向上を図る実践事例の収集 

（1）1次調査 

① 調査概要 

調査対象  全国の地域子育て支援拠点 

調査対象数 6,446カ所 

抽出方法  全国の地域子育て支援拠点（6,446カ所）の中から1,210カ所をランダム抽出 

調査方法  郵送による質問紙調査 

有効回答数 548票 (45.29％) 

調査期間  平成29年 9 月6日~9月 30日 

 

② 調査結果の概要 

●地域子育て支援拠点の属性 

・運営主体は、自治体直営32.1％、社会福祉法人28.3％、NPO法人19.2％であった。 

・拠点の位置する市区町村の人口規模は、10~20万人未満が３割弱と最も多かった。 

・拠点事業開始年は、2004（平成16）～2008（平成20）年が３割を占めた。 

 

●地域子育て支援拠点の運営状況 

・事業の実施場所は、保育所が３割弱と最も多く、続いて公共施設・公民館が２割弱。 

・実施曜日は、平日は９割前後で、土曜日は５割弱、日曜日・祝日は１割台にとどまっている。 

・昨年度の利用組数は、1,000~3,000組未満が３割弱と最も多い。 

・拠点と同一施設で実施している事業は、一時預かり事業が約4割、利用者支援事業が約3割だ

った。 

 

図１ 地域子育て支援拠点と同一施設で実施している事業（複数回答） 
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利用者支援事業 

子育て援助活動支援事業 

放課後児童全育成事業 

乳幼児全戸訪問事業 

養育支援訪問事業 

子育て短期支援事業 

無回答 

%
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●基本四事業の質の向上への取り組み状況 

4つの事業すべてにおいて、質の向上に「取り組んでいる」が 4割強と最も高く、「積極的に取り

組んでいる」も3割前後だった。 

図２ 基本四事業の質を向上させる取り組みの程度 

 

 

●対象・課題別の取り組み状況 

・「父親」への支援を、40.9%が取り組んでいた。 

・「妊娠中の方やその家族」「発達の遅れや障がいのある子どもの家庭」は、3割を超えていた。 

・「若年出産の家庭」「避難してきた家庭」「子育てと介護をしている家庭」「経済的に困窮してい

る家庭」は、1割前後だった。 

・「SNSの活用」は、18.8％だった。 

 

図３ 対象・課題別取り組みの有無 
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無回答 

%
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  ●関係機関や団体との連携状況 

・市町村・行政所管課との連携は83%。 

・保健センター・保健所と他の子育て支援拠点との連携は 68.1％。 

・要保護児童対策協議会との連携は、18.6％と最も低かった。 

 

図４ 関係機関や団体との連携の有無（複数回答） 

 

 

●職員の技能向上のための取り組み、サポート体制と事業評価 

・「外部の研修に参加している」割合が 87.6％と高く、続いて「職員会議を月 1 回以上実施して

いる」が65.3％で、半数以上の拠点が、毎日、業務の振返りを職員間でしており、拠点内で研

修を行っており、約6割が職員をサポートする相談体制を備えていた。 

・「利用者へのアンケート」「職員などによる自己評価」は5割を超えて実施されているものの 

「有識者などによる第三者評価は」約1割と低い。 

 

図５ 職員の技能の向上のために実施しているもの（複数回答） 
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●ボランティアや実習等の受け入れ状況 

・全体の約６割で、ボランティアが活躍していた。 

・生徒の職業体験や学生の実習の受け入れは、約７割が受け入れていた。 

 

（2）２次調査 

① 調査概要 

調査対象  全国の地域子育て支援拠点 

調査対象数 64拠点89事業 

抽出方法  1 次調査の有効回答で、質問紙の問 9 の対象・課題別の取り組みがあり、具体的

な内容の記述があった拠点から、人口規模や1次調査の対象・課題別の取り組み

分布などを考慮して抽出。 

調査方法  事業毎の質問紙を対象拠点へ郵送し、回答のあった拠点 53 カ所について、基本

四事業の「質を向上させる取り組み」が平均以上であるか検定し、回答内容の必

要に応じて電話でのヒアリングを行い、報告書原稿の確認を各拠点に実施し掲載

した。 

有効回答数 53拠点72事業 (回収率 拠点：82.8％、事業：80.8％) 

調査期間  平成29年 11月 1日~12月28日 

 

② 調査結果の概要 

●収集した質の向上を図る72の実践事例の対象と課題の内訳は、下記の通りである。 

 

表１ 収集した質の向上を図る72の実践事例の対象と課題の内訳   

質の向上を図る取り組み対象・課題 事例数 質の向上を図る取り組み対象・課題 事例数 

父親 7 障がい者の家庭 3 

祖父母 5 転勤・転居してきた家庭 6 

妊娠中の方やその家族 4 経済的に困窮している家庭 5 

ひとり親家庭 4 両親が就労している家庭（育休中含む） 6 

外国籍家庭 7 子育てと介護をしている家庭 3 

高齢出産の家庭 2 避難してきた家庭（災害や DV） 1 

若年出産の家庭 1 アレルギーのある子の家庭 5 

多胎育児家庭 5 SNSの利用者 2 

発達の遅れや障がいがある子どもの家庭 6 合計 72 
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●質の向上を図る72の実践事例のうち26事業が「交流・サロン・しゃべり場」の活動形態で実施

されており、2番目に多い「講座・講習」の約3倍だった。 

 

 

図６ 収集した質の向上を図る72の実践事例の活動形態 

 

 

●質の向上を図る72事例の実施状況 

・募集定員を設けず54.2％が実施しており、平均の参加組数は約13組。 

・実施時間は1時間が33.3%、次いで2時間が26.4%。 

・託児を設けている活動は20.8%。 

・事業の実施に係る職員は2.5人。 

・参加者から費用徴収をしているものが12.5％あり、その平均金額は375円。 

・事業を実施するための経費として最も多く選択したのは「材料費・教材費」で38.9％、続いて

「講師謝金・交通費」「職員の加配賃金」が約3割。 

・質の向上を図る事業のために、拠点の委託事業以外の資金（寄付金や助成金、自主財源など）

を15.3％が利用しており、その金額の平均は372,355円だった。 

・利用者の課題や困りごとをきっかけとして、対象・課題への事業に取り組むケースが多く見ら

れた。 
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関係・専門機関等への紹介 
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特定の利用時間の設定 
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交流・サロン・しゃべり場 

事業数 
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２．多機能を有する地域子育て支援拠点の取組が利用者にもたらす効果及び包括的な子育て支援事業

の展開に果たす役割等に関する調査 

（1）調査概要 

調査対象  地域子育て支援拠点に併設して「相談支援」を実施し、かつ「預かり型支援」「訪

問型支援」のうち1種類以上の子育て支援事業を実施している先行団体  

調査対象数 上記の多機能を有する地域子育て支援拠点 15 カ所の従事者、及びその利用者

650 人  

抽出方法   平成 28 年度「親子の交流の場の提供を中心とした地域子育て支援事業の実践状

況等に関する調査」において調査対象とした 13 拠点から８拠点を今回の調査条

件に照らして対象とするとともに、新たに７拠点を加えて計 15 拠点を抽出した。   

調査方法   従事者に対するヒアリング調査と利用者に対するアンケート調査 

有効回答数 アンケート調査622 票 (回収率 95.7％)  

調査期間   平成 29 年10 月 1日～12 月 28 日 

 

表：調査対象となった地域子育て支援拠点 

地域子育て支援拠点の名称（または設置場所） 地域（市区町村） 拠点の運営 新規 

つどいの広場わいわいステーション 岩手県大船渡市 社会福祉法人  

仙台市子育てふれあいプラザ「のびすく仙台」 宮城県仙台市 NPO法人 〇 

上越市オーレンプラザこどもセンター 新潟県上越市 NPO法人  

氷見市地域子育てセンター 富山県氷見市 市町村 〇 

E-こどもの森・ほっとるーむ新松戸 千葉県松戸市 NPO法人  

練馬区立光が丘子ども家庭支援センター 東京都練馬区 社会福祉法人 〇 

地域子育て支援センター二葉 東京都新宿区 社会福祉法人 〇 

多摩市立子育て総合センターたまっこ 東京都多摩市 NPO法人  

港北区地域子育て支援拠点どろっぷ 横浜市港北区 NPO法人  

神奈川区地域子育て支援拠点かなーちえ 横浜市神奈川区 NPO法人 〇 

上田市中央子育て支援センター 長野県上田市 市町村 〇 

にっしん子育て総合支援センター 愛知県日進市 NPO法人 〇 

ファミリーポートひらかた 大阪府枚方市 社会福祉法人  

西宮市立子育て総合センターのびのび青空館 兵庫県西宮市 市町村  

花っこルーム 大分県豊後高田市 NPO法人  

※表中の「拠点の運営」については指定管理者を含む。また「新規」は、平成 29年度の調査で 

新たに調査対象に追加した拠点施設。 
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（2）調査結果の概要 

①アンケート調査（利用者調査）  

●回答者の属性  

・回答者の約 93%が母親で、年齢は 30 歳代が約 65%、子どもの数は一人が約 6割。  

・拠点施設を利用する子どもは第一子が約68%で、年齢は 0～2 歳児の割合が約 7割。  

・家族構成は、核家族が 87.8%で、ひとり親家庭は祖父母との同居を含めて2.8%。  

・回答者の 53.5％が「就労していない」、次いで「就労している」(23.3%)、「育児休業中」(22.7%)

の順。  

 

●拠点に併設された子育て支援サービスの利用状況と認知度 

・併設の子育て支援サービスの認知度については、病児・病後児保育、一時預かり事業、ファミ

リー・サポート・センター事業などの日中の「預かり型支援」の認知度が相対的に高い。 

・利用状況についても、日中の「預かり型支援」が上位に含まれる反面、特別な事情等がある場

合に利用できる子育て短期支援事業や養育支援訪問事業の利用は相対的に少ない。 

 

図 7 子育て支援サービスの利用状況、認知度（単位：％） 

 

 ・サービスの併用状況については、地域子育て支援拠点の普段の利用者の中に、サービス併用者が

約 3割含まれていた。 
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2.0  

1.3  

12.9  
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10.2  
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養育支援訪問事業 

利用者支援事業 

子育て短期支援事業 

乳児家庭全戸訪問事業 

ファミリー・サポート・センター事業 

一時預かり事業 

病児・病後児保育 

知っている 少し知っている 知らない 利用した 無回答 
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●多機能を有する拠点施設の支援効果 

・「サービス併用者」「拠点のみ利用者」に分けて、下図の効果測定項目について「そう思う」と

回答した割合を示した。すべての項目に関して、「サービス併用者」のほうが「拠点のみ利用者」

よりも高い割合で「そう思う」と回答しており、また全項目について回答傾向に有意差が認めら

れた。 

図 8 多機能的サービスの支援効果（単位％） 

 

・サービス併用者が、併設のサービスを利用した理由については「拠点で実施されていることによ

り、安心感があった」「拠点の掲示物や職員の説明などにより、支援内容を以前から知っていた」

「利用手続きがしやすかった」などが挙げられており、多機能を有する拠点施設では、拠点事業

が入口となって他のサービスの利用に結びつく「入口効果」が認められる。 

図 9 併設の子育て支援サービスを利用した理由（複数回答、単位：％） 
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76.0 
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74.2 

61.8 

60.7 

57.1 

41.6 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

子育てで困った時に頼れる人や場所が増えた [**] 

サービスを使うことへの抵抗感が軽減された [**] 

子育ての悩みや心配ごとが軽減された [**] 

子育ての孤独感や孤立感が軽減された [*] 

実際に地域で利用できる子育て支援サービスが増えた [**] 

利用できる子育て支援サービスについて詳しくなった [**] 

地域の人と知り合いになった [**] 

家庭の抱える困難や問題が軽減された [**] 

サービス併用者 （n=235） 拠点のみ利用者（n=387） 

1.7 

2.6 

22.1 

26.0 

27.7 

31.5 

40.0 

51.5 

0.0 20.0 40.0 60.0

他の子育て支援事業を利用しており、その後で拠点施設を紹介

された 

その他  

他のサービスを利用しなくてはならない必要性があったから 

自分の子育ての悩みや不安に沿った支援を受けられると思った

から 

拠点施設の職員に紹介されたから 

拠点で実施されていることにより、利用手続きなどがしやすかっ

た 

拠点の掲示物や職員の説明により、支援内容を以前から知って

いた 

拠点で実施されていることにより、安心感があったから 

*p<.05  **p<.01 
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●多機能型支援の課題 

・拠点施設を利用するようになったきっかけとしては、広報や情報誌、親同士の口コミ、インター

ネットなどの情報が上位に挙げられる一方、外部の専門職等からの紹介や、併設の子育て支援事

業から拠点利用につながる「出口効果」が相対的に少なく、関係機関・団体等との連携や、拠点

施設内の事業間連携を一層高めていく必要があると考えられる。 

 

図 10 拠点施設を利用するようになったきっかけ（複数回答）  

 

  

②ヒアリング調査 

●支援の効果 

・地域子育て支援拠点と併設された他の子育て支援事業の間で「入口効果」と「出口効果」が認め

られる。 

・拠点利用の際に、利用者が預かりに関する事業を見ることができ、利用への抵抗感や不安感が軽

減され、利用につながりやすい。 

・「場を同じくする」利点を職員間で共有し、連携して利用に結びつける工夫が行われ、効果を上げ

ている。 

・利用者支援専門員が利用者と「同じ場」にいることから、相談しやすく、利用しやすくなってい

る。 

・利用者支援専門員は利用者親子の様子を直接的に見ることができ、つながるきっかけを作り出し

ている。 

・「ニーズがある」と感じた親子をスタッフが利用者支援専門員につなぎ、訪問支援が行われている。 

・併設された事業の利用目的での初来所から、拠点利用につながっていく場合がある。 

・利用者支援専門員は必要に応じて拠点職員と連携して、拠点での継続的なモニタリング（見守り）

を行うことができる。 

・併設されている他の子育て支援事業の利用者は、拠点利用者とは異なる多様な背景やニーズを抱

えている場合があり、多機能的に支援を行うことによってより幅広い利用者層をカバーすること

ができる。 
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その他 

保育所などの子どもが通う施設から紹介されて 

拠点施設内の他の子育て支援事業の職員に紹介されて 

他の子育て支援（子育てサークル等）で紹介されて 

こんにちは赤ちゃん訪問等訪問時に紹介されて 

保健師などの専門職から紹介されて 

インターネットのホームページなどを見て 

親同士の口コミ（他の親から紹介されて） 

役所から配布されている広報や情報誌などを見て 
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・土日開設には、平日と比べて父親の利用や共働き家庭などの幅広い利用者層が集まるため、さら

に多様な利用者層をカバーすることが可能になる。 

・スタッフ間の連携によってそのサービスの相互利用が行われ、相乗効果が生まれやすい。 

 

●支援課題 

・拠点事業の基本事業の相談と利用者支援事業の相談支援の違いは拠点施設によってそれぞれに異

なっており、利用者も違いを認識していない場合がある。 

・「心配な家庭」や要支援家庭に対する包括的な支援では、行政の担当部署との綿密な連携が求めら

れ、要保護児童対策地域協議会などとの関係が重要となる。 

・サービスの併行利用で事業担当者間の連携が必要となり、全体での情報共有が難しくなり、責任

者レベルでの共有も重要になる。 

・多機能化で業務が増加し、連携調整や訪問支援のための外出もあり、１名の利用者支援専門員配

置では拠点不在時に利用者に対応できない。 

・各事業に従事するスタッフの専門性が必要だと意識され、質の向上のために研修等の機会を積極

的に設けている。異動や採用で新規に入るスタッフへの教育、研修も課題となる。 
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Ⅴ．総合考察 

本事業で取り組んだ２つの調査から、地域子育て支援拠点の質的向上と発展の方向性の考察を述べ

る。 

「地域子育て支援拠点の実践に関する定量調査と質的向上を図る実践事例の収集」の定量調査では、

基本四事業の質的向上に 7 割以上の拠点が「積極的に取り組んでいる」「取り組んでいる」と答え、

多くの拠点が質の向上に前向きな姿勢にあったことから、本調査で明らかになった質的向上につなが

る要因を、実施主体の基礎自治体や運営事業者も含めて広く関係者間で共有し、予算措置や人員配置、

職員の登用、事業計画、職員研修、サポート体制、多様な地域資源との連携の促進などに反映してい

くことが有効と考えられる。 

地域子育て支援拠点が支援する対象と課題の広がりについても、利用者が抱えている困りごとやニ

ーズに応える形で母親に限定せず育児だけにとどまらず拡大していた。父親支援を約4割が、妊婦や

障がい児等の家庭支援を約 3割が、祖父母支援や共働き家庭の支援を約2割が実践しており、ひとり

親家庭や子育てと介護をするダブルケア家庭などの今日的な課題についても支援が始まっているなど、

子育て家庭の変化や地域状況を反映する支援の拡大が浮き彫りとなった。 

多様な対象と課題に積極的に取り組む地域子育て支援拠点では、支援の質の向上のために、拠点事

業の委託事業費以外の資金を、助成金事業などで調達しているケースもあることから、質の向上に意

欲的な拠点を育成するための予算措置を講じることを提案したい。 

また、地域子育て支援事業と同一施設で、一時預かり事業を約 4割が、利用者支援事業を約3割が

実施しており、本研究のもう一つの調査テーマである「多機能化」の傾向が広がっていることも把握

された。 

今後は、本調査で収集した対象や課題別の実践事例を広く情報提供するとともに、実践交流や研修

等を通じて普及を図るとともに、質的向上につながる要因への理解と認識を高め、地域子育て支援拠

点事業全体の質を高めるための支援策を講じていくことが重要である。 

次に、「多機能を有する地域子育て支援拠点の取組が利用者にもたらす効果及び包括的な子育て支援

事業の展開に果たす役割等に関する調査」では、昨年度の拠点事業の責任者へのヒアリング調査で把

握された、地域子育て支援拠点の利用が併設された他のサービスの利用に結びつく「入口効果」とそ

の逆の「出口効果」、支援効果を拠点で観察する「モニタリング効果」の 3 つが、今回の調査で、複

数の従事者レベルのヒアリングとともに利用者へのアンケート調査からも確認された。そのうちの「出

口効果」については、拠点の利用にとどまらない「居場所型支援」「預かり型支援」「訪問型支援」「相

談支援」の相互利用も明らかになった。 

拠点に併設された他の子育てサービスについて、病児・病後児保育、一時預かり事業、ファミリー・

サポート・センター事業といった日中の「預かり型支援」の認知度・関心度が相対的に高いことが、

利用者アンケートから把握され、拠点での事業実施がサービス利用へのハードルを下げる効果をもた

らしていることが確認できた。 

利用者への支援効果では、「子育て支援サービスを使うことへの抵抗感を軽減された」「子育てで困

ったときに頼れる人や場所が増えた」「子育ての孤独感や孤立感が軽減された」と拠点のみの利用者と

サービスを併用する利用者の双方が約 7割から 9割が「そう思う」と答えており、サービス併用者で

はすべての効果項目で拠点のみの利用者よりも高い効果が表れたことから、手厚い支援を必要とする
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親子にとって多機能型拠点がより高い支援効果を発揮していることが明らかになった。 

多機能型子育て支援事業における利用者支援事業は、サービスの相互利用を促進する機能を担い、

利用者を多くの支援者や支援機関とつながる効果をもたらしている。利用者支援事業の相談機能と地

域子育て支援拠点の基本四事業の相談は、明確な区分はないものの双方が子育て家庭の多様で複雑な

ニーズをカバーするために活用されており、基本事業ではカバーできない支援を可能にしていた。 

一方、多機能型拠点の課題として、組織内外の情報共有や連絡調整、連携等の業務量の増加を多く

の従事者があげており、調査対象の全拠点が土日祝日のいずれかを開設していることも加わり、人員

不足も共通の課題となっていた。「心配な家庭」や要支援家庭に対する包括的な支援での行政の担当部

署との綿密な連携や要保護児童対策地域協議会への参加なども、多機能型地域子育て支援拠点が包括

的な支援に取り組んでいくために期待されている。 
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